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1 .ニューサンシャイン計画について

通商産業省工業技術院

片山正一郎

近年の地球環境問題の顕在化に伴い、従来から指摘されてきた「エネルギー・

資源 Jに加え、 「環境 Jが、一国のみな らず人類全体の長期的な存続のための重

大な要因となってきている。また、エネルギー・環境の制約を克服しつつ持続的

な発展を維持するためには、技術開発に よるプレークスルーが不可欠である。特

に、エネルギー・環境問題は表裏一体であるところから、新エネルギー・省エネ

ルギー・地球環境に関する技術開発を有機的に連携させて、エネルギー・環境技

術開発の総合的推進を図ることが重要である。

このため、通商産業省工業技術院においては、サンシャイン計画(新エネルギ

ー技術研究開発 1974年 創 設 ) 、 ムーンライト計画(省エネルギー技術研究

開発 1978年 創 設 〉 及 び 国 立 研 究 所における技術開発を中心とする地球環境

技術開発制度(1 9 8 9年創設)を一体化し、 「地球再生計画 Jの一翼を担い、

また、 「地球温暖化防止行動計画 Jに係る革新的な技術開発を具体化した「ニュ

ーサンシャイン計画 J (エネルギー・環境領域総合技術開発推進計画)を策定し、

計画的かっ総合的に、持続的成長とエネルギー・環境問題の同時解決を目指した

革新的技術開発を開始することとしている。

ニューサンシャイン計画においては、

イ)革新的エネルギー・環境技術開発プロジェクトの国際開放下での傾斜的加速

的推進

日)国際大型共同研究プログラムの推進

1¥)適正技摘共同研究促進プログラムの推進

の 8つを柱とし、具体的には、

①広域エネルギー利用ネットワークシステム技術 (lJ ・ l~'H' -都市川テ!)

@水素利用 国 際 ク リ ー ン エ ネ ル ギ ー システム技術 (WE-NET:World Energy Net-

work) 

@経済・環境両立型燃焼システム技術(希薄燃焼脱硝触媒技術)

④経済・環 境 調 和 型 石 炭 転 換 コ ン プ レックス技術

等の新規プロジェクトを総合的に推進することとしている。
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2.国際的水素エ ネ ル ギ ー 利 用 シ ス テ ム 構築の意義

特集

地球温暖化を始めとする地球環境問題の顕在化により、世界的な規棋でのより

クリーンなエネルギーの導入が期待されている o こ の た め に は 、 資 源 の 賦 存 量 の

豊かな石炭エネルギ一等を高効率、低環境負荷 で 利 用 す る た め の 技 術 の 開 発 ・ 導

入を図るとともに、将来的には、化石燃料への 依 存 を 低 減 し つ つ 、 世 界 に 広 く か

っ豊富に賦存する再生可能エネルギ一等クリーンなエネルギーの地球規模での導

入を図ることが重要である。

しかしながら 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー は、化石燃料と異なり、そのままでは長距

離輸送、貯蔵が出来ないこと等から、その 利用 は、 限定 的に なら ざる を得 なか っ

た。

本来ローカルな再生可能エネルギーを地球規模で効率的に利用するためには、

世界各地の様々な種類・形態の再生可能エネルギー源からのエネルギーを生産段

階 以降、流通、消費段階まで世界規模で一貫して取り扱える 2次エネルギ一体系

の確立が必要である。この 2次エネルギ一体系において、最もクリーンかっ環境

にやさしい水素エネルギーがその媒体としての役割を果たすことが大きく期待さ

れている。

水素エネルギーは、再生可能エネルギーを輸送・貯蔵可能な形態にすることに

より 、 化 石 燃 料と同様の国際市場による取り引きを可能とし、国際エネルギー供

給の多様化・安 定 化 に 資 す る と と も に 、 クリーンなエネルギーの国際的・大規模

な導入を促進するものと考えられる。

水 素は、圏内電力の水電解により製造す る の は 、 エ ネ ル ギ ー 用 燃 料 と し て は 経

済 的に 困難 となる可能性があるが、海外諸国に賦存する安価な再生可能エネルギ

ーを利用して製造する場合には、所要の技術が開発されれば、十分に経済性を有

し得る。

ま た、 未利 用の水力等再生可能エネルギー を 多 く 賦 存 す る 国 に と っ て は 、 水 素

は、化石燃料に代わる輸出エネルギーとし て、 当該 国の 産業 振興 にも 貢献 し得 る

ものと考えられる。

3.水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術 (WE-NET)の概要

水素利用国際 ク リ ー ン エ ネ ル ギ ー シ ス テム技術 (WE-NET:WorldEnergy Net-

work)は、発展途上国等に未利用の形で豊富に存在する水力、太陽光等のクリーン

な再生可能エネ ルギーを水素などの輸送可能な 形 に 転 換 し 、 世 界 の 需 要 地 に 輸 送

し利 用す るネ ットワークの構築をねらいとして、国際協力により、中核的な要素

技術の開発及びシステム設計等を総合的に推進しようとするプロジェクトである。

ニューサンシャイン計画における国際大型共同研究プログラムの中核をなすもの

である。
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特集

本プロジェクトの基本計画については、後述の通り現在産業技術審議会等にお

いて検討が進められているところであり、確定しているわけではないが、研究開

発期間は 1993年度から 2020年まで、 研究 開発 貨は 約 3000億円の長期

間・大規模なものとなる予定である。

研究開発スケジュールとしては、当初数年聞は、全体システム、水素製造技術、

水 素 輸 送 ・ 貯 蔵技術、水素利用技術等に係る 基 礎 的 な 研 究 及 び 要 素 技 術 の 研 究 開

発、 そ の 後 、 必要なものについてパイロット プ ラ ン ト の 設 計 、 建 設 、 運 転 及 び 評

価、さらにその後これらを踏まえ、世界規模のパイロットシステムへと進めるこ

とが考えられる。

5.WE-NETに係る技術開発課題

WE-NETを実現させるためには、嫌々な技術的プレークスルーが必要とされてい

る。その主なものは次の通り。ただし、これ らに つい ては 、産 業技 術審 議会 等に

おいて今後さらに検討が加えられることとなる。

水素製造技術の革新:固体高分子型水電解技術等革新的な水素製造技術に関し、

高 効 率 化 、 大 規模化、長寿命化等を図る必要 が あ る 。 固 体 高 分 子 型 水 電 解 技 術 の

場 合 、 高 電 流 密度化、電解槽構成材料開発、 膜 ・ 電 極 接 合 体 製 造 技 術 開 発 、 積 層

化技術開発等多くの課題がある。

水素大量輸送技術の革新:輸送媒体とし て液体水棄を考える場合、水素液化動

力原単位の低減、液体水素輸送船の熱応力緩和タンク設計技術、蒸発水素有効利

用技術、材料技術等が課題となる。また、 輸送媒体としてその他の化学媒体を考

える場合、水素化・脱水素化触媒開発等高効率転換技術等が課題となる。

水素分散貯蔵・輸送技術の革新:水素吸蔵合金に関し、吸蔵能力、吸収・放出

温度特性、耐久性等の向上を図る必要がある。

水 素 発 電 技 術の革新:水素燃焼タービンに関し、サイクルの最適化、水素燃焼

制御、材料技術等について革新を図る必要がある。

全 体 シ ス テ ムの構築・最適化:水素製造、水素輸送・貯蔵、水素利用にわる全

体システムについて、水素製造のための再生可能エネルギーの賦存量、二酸化炭

素排出削減効果等地球環境保全効果、エネルギー効率、経済性、技術的可能性等

を踏まえつつ、全体システムの構築・最適化を図る必要がある。

8 . WE-NETのエネルギーバランス等

WE-NET について検討を進めるに当たっては、 WE-NETが 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を わ

ざわざ水素等に変換し、長距離を輸送し、 再び エネ ルギ ーに 変換 して 利用 する も
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のであるところから、エネルギーバランス的に成り立っか、すなわち、十分なエ

ネルギーを輸送できるかが、重要なポイントとなる。

とりあえずの試算では、水電解の効率を 80%、水素液化動力を 1KWh/Nm3H2、

荷役ロスを 2%と仮定すれば、エネルギー輸送効耶は 70%、すなわち生産地に

おける電気エ ネルギーの 70%が液体水素の形で需要地まで輸送し得ることにな

る。さらに、これに生産地における発電設備、水電解設備、液化設備、タンカー、

貯蔵設備等の建設・運転に必要なエネルギーを考慮に入れでも(この過半はタン

カーの運転に必要なエネルギー)、エネルギー輸送効率は 87%と見積もられる。

これらについては、 WE-NETプロジェクトの全体システムの検討の一環として引

続き議論されることが期待されている。

7 . WE-NETの検討の進め方

WE-NETは 、様々な技術分野にまたがり、かっ国際的なプロジェクトであるとこ

ろから、開放された透明なスキームの下、内外の産学官の叡知を糾合して、計画

作りに係る所要の検討を進めることが重要である。こうような目的のため、通商

産業省工業技術院 に お い て は 、 通 産 省 公報・外国雑誌への案内掲載、在京外国大

使館への案内送付等により、 WE-NET検討フォーラムを開催している。このフォー

ラムには、多くの国内外の企業・団体、外国大使館関係者、専門家等が参加し活

発な議論が進められている。

今後、これらの検討を踏まえ、また、産業技術審議会における審議を経て、本

プロジェクトに係る基本計画が定められる予定である o

本プロジェクトが、優れた成果をあげ、来るべき世紀のエネルギー・環境問題

の解決に大きく貢献することを期待するも の で あ る
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